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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　再処理を受ける汚染済みの医療器具を前処理する方法であって、
　剛性の遠位先端プロテクタを前記医療器具の遠位先端部に取り付けるステップと、
　前記遠位先端部が前記遠位先端プロテクタ内に配置されている間、前記遠位先端プロテ
クタを使用して前記医療器具の前記遠位先端部の周囲に流体を保つステップと、を含んで
おり、
　前記遠位先端プロテクタがシールを備え、前記医療器具は、前記医療器具の前記遠位先
端部が前記遠位先端プロテクタ内に配置されたときに前記シールを貫通して延び、前記シ
ールは、前記遠位先端プロテクタの内部からの流体の漏出を防止するために前記医療器具
の輪郭に適合するように構成され、
　前記医療器具の前記遠位先端部に前記遠位先端プロテクタを取り付ける前記ステップが
、前記遠位先端部を前記シールを貫いて前記遠位先端プロテクタ内に挿入する工程を含み
、前記方法が、前記シールを破裂させて前記遠位先端部を前記遠位先端プロテクタ内に挿
入するステップを含み、前記遠位先端プロテクタが、前記シールが破裂させられて医療器
具の前記遠位先端部に前記遠位先端プロテクタが取り付けられる前に、流体で予め満たさ
れており、前記遠位先端プロテクタが、密閉された流体チャンバを備え、前記密閉された
流体チャンバに前記医療器具の前記遠位先端部が挿入される、方法。
【請求項２】
　前記遠位先端プロテクタは、前記遠位先端部が前記遠位先端プロテクタ内に配置された
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ときに、前記医療器具と協働して前記医療器具の前記遠位先端部の周囲に前記流体を保つ
ための容器を提供する、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記シールが前記遠位先端プロテクタの近位端部に配置される、請求項１または２に記
載の方法。
【請求項４】
　前記遠位先端プロテクタを前記医療器具から除去し、前記医療器具を１つまたは複数の
再処理ステップにかけるステップをさらに含み、前記１つまたは複数の再処理ステップが
１つまたは複数の汚染除去ステップを含み、好ましくは、前記１つまたは複数の再処理ス
テップが自動化された再処理ステップである、請求項１～３のいずれか一項に記載の方法
。
【請求項５】
　前記医療器具を１つまたは複数の自動化された再処理ステップにかける前記ステップが
、前記医療器具を自動汚染除去装置内に配置する工程と、前記医療器具を前記自動汚染除
去装置の自動汚染除去サイクルにかける工程とを含み、および／または、前記汚染除去ス
テップが、洗浄ステップであり、デリュージ汚染除去ステップ、超音波汚染除去ステップ
、浸漬ステップ、および内部フラッシングステップのうちの１つまたは複数を含む、請求
項４に記載の方法。
【請求項６】
　前記遠位先端プロテクタが、前記医療器具の使用場所である第１の場所において前記医
療器具の前記遠位先端部に取り付けられ、前記遠位先端プロテクタが、前記医療器具が再
処理施設の場所である別の第２の場所に到達するまで、前記医療器具の前記遠位先端部に
取り付けられたままであり、前記遠位先端部の周囲に流体が保たれる、請求項１～５のい
ずれか一項に記載の方法。
【請求項７】
　前記遠位先端プロテクタが内部空洞を備え、前記遠位先端部は、前記遠位先端プロテク
タが前記医療器具に取り付けられたときに前記内部空洞内に配置され、前記方法が、前記
内部空洞を使用して前記医療器具の前記遠位先端部の周囲に流体を保つステップを含む、
請求項１～６のいずれか一項に記載の方法。
【請求項８】
　前記医療器具の前記遠位先端部に前記遠位先端プロテクタを取り付ける前記ステップが
、前記遠位先端部を前記内部空洞内に挿入する工程を含む、請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　前記シールが前記内部空洞への入口に配置される、請求項７または８に記載の方法。
【請求項１０】
　前記遠位先端プロテクタが中空本体を備え、前記内部空洞が前記中空本体の内部空間に
よって少なくとも部分的に画定される、請求項７、８または９に記載の方法。
【請求項１１】
　前記遠位先端プロテクタが、前記遠位先端プロテクタの内部に流体を供給することを可
能にする流体入口を備え、前記流体入口が、前記遠位先端プロテクタの遠位端部にある、
請求項１～１０のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１２】
　前記遠位先端プロテクタが剛性であり、および／または、前記遠位先端プロテクタがス
ポンジ材料を含まない、請求項１～１１のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１３】
　前記遠位先端プロテクタが、前記遠位先端プロテクタの遠位端部で閉鎖されて前記遠位
先端プロテクタを通じた流体の通過を防止し、前記遠位先端プロテクタが、前記遠位先端
プロテクタの前記遠位端部に流体入口を備えていない、請求項１～１０のいずれか一項に
記載の方法。
【請求項１４】
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　前記遠位先端プロテクタが、作動時に前記遠位先端部の周囲の前記流体を加熱するため
の熱発生手段をさらに備え、前記方法が、前記熱発生手段を作動させて前記遠位先端部の
周囲の前記流体を加熱するステップをさらに含み、好ましくは前記熱発生手段が発熱反応
によって熱を発生させるように構成される、請求項１～１３のいずれか一項に記載の方法
。
【請求項１５】
　前記医療器具の使用後かつ前記医療器具が再処理を受ける前に、前記医療器具の前記遠
位先端部に前記遠位先端プロテクタを取り付けるステップと、前記遠位先端プロテクタを
使用して前記遠位先端部の周囲に流体を保つステップとを含む、請求項１～１４のいずれ
か一項に記載の方法。
【請求項１６】
　前記遠位先端プロテクタが、互いに連結される複数の長手方向セクションを備え、前記
方法は、ユーザが前記長手方向セクションを互いに組み立てて前記遠位先端プロテクタを
準備するステップをさらに含む、請求項１～１５のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１７】
　前記遠位先端プロテクタが、前記遠位先端プロテクタを準備するために互いに組み立て
られる、近位端セクション、遠位端セクション、および長手方向に延びる中間セクション
を備え、好ましくは前記中間セクションが開放端の管材料である、請求項１６に記載の方
法。
【請求項１８】
　前記遠位先端プロテクタが、長手方向に延びる少なくとも第１のセクションおよび第２
のセクションを互いに組み立てることによって準備され、前記方法は、ユーザが第１のセ
クションを選択し、複数の異なる長さの交換可能な第２のセクションの組から第２のセク
ションを選択し、少なくとも前記第１のセクションおよび前記第２のセクションを互いに
組み立てて所望の長さの遠位先端プロテクタを準備するステップを含み、随意に、前記方
法が、第３のセクションを選択し、前記第３のセクションに前記第１のセクションおよび
前記第２のセクションを組み付けて前記遠位先端プロテクタを準備するステップをさらに
含む、請求項１６または１７に記載の方法。
【請求項１９】
　前記遠位先端プロテクタの形状が管状である、請求項１～１８のいずれか一項に記載の
方法。
【請求項２０】
　前記遠位先端プロテクタの長さが少なくとも５０ｍｍ、もしくは少なくとも６０ｍｍ、
もしくは少なくとも１００ｍｍであり、および／または、前記遠位先端プロテクタの長さ
が３００ｍｍ以下、もしくは２５０ｍｍ以下、もしくは２４０ｍｍ以下である、請求項１
～１９のいずれか一項に記載の方法。
【請求項２１】
　前記遠位先端プロテクタの直径が少なくとも５ｍｍ、もしくは少なくとも１０ｍｍ、も
しくは少なくとも１５ｍｍであり、および／または、前記遠位先端プロテクタの直径が２
５ｍｍ以下、もしくは２０ｍｍ以下である、請求項１～２０のいずれか一項に記載の方法
。
【請求項２２】
　前記医療器具が、前記医療器具の前記遠位先端部に作業部を有する、請求項１～２１の
いずれか一項に記載の方法。
【請求項２３】
　前記医療器具が手術器具である、請求項１～２２のいずれか一項に記載の方法。
【請求項２４】
　前記医療器具が、腹腔鏡手術器具、低侵襲手術用の器具、内視鏡、自然開口部越経管腔
的内視鏡手術（ＮＯＴＥＳ）用の器具、またはロボット支援手術用の器具である、請求項
１～２３のいずれか一項に記載の方法。
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【請求項２５】
　前記流体が１つまたは複数の汚染除去剤を含む、請求項１～２４のいずれか一項に記載
の方法。
【請求項２６】
　再処理を受ける汚染済みの医療器具の前処理に使用するための遠位先端プロテクタであ
って、
　前記遠位先端プロテクタが、使用されている医療器具の遠位先端部に取り付けられたと
きに、前記遠位先端プロテクタに挿入された医療器具の前記遠位先端部の周囲に流体を保
つための手段を備え、
　前記遠位先端プロテクタが、前記医療器具の前記遠位先端部を挿入できる密閉された流
体チャンバを形成するように流体で予め満たされているか、または前記密閉された流体チ
ャンバを形成するように流体で予め満たされることが可能であり、前記遠位先端プロテク
タが、前記密閉された流体チャンバの一端部を閉じるための破裂可能なシールを備え、前
記密閉された流体チャンバは、前記破裂可能なシールを通して挿入される前記医療器具の
前記遠位先端部を受け入れることが可能であり、
　前記遠位先端プロテクタが剛性である、遠位先端プロテクタ。
【請求項２７】
　前記破裂可能なシールが、前記遠位先端部が前記遠位先端プロテクタ内に配置されてい
るときに、前記遠位先端プロテクタの内部からの流体の漏出を防止するために前記医療器
具の輪郭に適合するように構成されており、また、前記破裂可能なシールが、破裂可能な
膜を備える、請求項２６に記載の遠位先端プロテクタ。
【請求項２８】
　前記破裂可能なシールが箔またはポリマー材料を含む、請求項２６または２７に記載の
遠位先端プロテクタ。
【請求項２９】
　前記遠位先端プロテクタの近位端部から延びる案内手段であって、医療器具の遠位先端
部を前記遠位先端プロテクタに挿入する間、前記医療器具を案内するための案内手段をさ
らに備える、請求項２６～２８のいずれか一項に記載の遠位先端プロテクタ。
【請求項３０】
　前記破裂可能なシールを使用前に保護するためのキャップをさらに備える、請求項２６
～２９のいずれか一項に記載の遠位先端プロテクタ。
【請求項３１】
　前記破裂可能なシールを所定位置に保持するためのキャップをさらに備え、前記キャッ
プが中心開口を画定している、請求項２６～２９のいずれか一項に記載の遠位先端プロテ
クタ。
【請求項３２】
　前記遠位先端プロテクタの長さの少なくとも９０％または全体にわたって空洞が延在し
ている、請求項２６～３１のいずれか一項に記載の遠位先端プロテクタ。
【請求項３３】
　前記遠位先端プロテクタが、管状であり、遠位端部で閉鎖しているかまたは実質的に閉
鎖しており近位端部で開放している管の形態の本体を備え、前記近位端部には、前記破裂
可能なシールが設けられている、請求項２６～３２のいずれか一項に記載の遠位先端プロ
テクタ。
【請求項３４】
　前記遠位先端プロテクタの前記本体の壁がポリマー材料で形成されている、請求項３３
に記載の遠位先端プロテクタ。
【請求項３５】
　前記遠位先端プロテクタの長さが少なくとも５０ｍｍである、請求項２６～３４のいず
れか一項に記載の遠位先端プロテクタ。
【請求項３６】
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　前記遠位先端プロテクタの長さが少なくとも６０ｍｍまたは少なくとも１００ｍｍであ
る、請求項２６～３５のいずれか一項に記載の遠位先端プロテクタ。
【請求項３７】
　前記遠位先端プロテクタの長さが３００ｍｍ以下である、請求項２６～３６のいずれか
一項に記載の遠位先端プロテクタ。
【請求項３８】
　前記遠位先端プロテクタの長さが２５０ｍｍ以下または２４０ｍｍ以下である、請求項
２６～３７のいずれか一項に記載の遠位先端プロテクタ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、再処理、例えば汚染除去を受ける医療器具（ｍｅｄｉｃａｌ　ｉｎｓｔｒｕ
ｍｅｎｔ）を前処理する方法に関する。本発明は、再処理を受ける医療器具の前処理に使
用する遠位先端プロテクタ（ｄｉｓｔａｌ　ｔｉｐ　ｐｒｏｔｅｃｔｏｒ）にも関する。
【背景技術】
【０００２】
　本発明は、特に、非独占的にではあるが、手術器具を前処理する方法に適用可能である
。しかし、本発明の方法は、他のタイプの医療器具、すなわち再処理前の他の医療用もし
くは手術用機器または構成要素の前処理にも適用可能である。本発明の方法は、歯科分野
および獣医学分野を含む任意の医療分野で使用する医療器具の前処理に適用可能である。
【０００３】
　本発明は、器具の再処理、例えば汚染除去前の医療器具の前処理に関する。再処理とは
、使用されている医療器具をさらなる使用に適した状態にするために実行される任意の１
つまたは複数のステップを意味してもよい。本発明が対象にしている医療器具は、非使い
捨て（ｎｏｎ－ｄｉｓｐｏｓａｂｌｅ）となるように構成されてもよいが、本発明は、多
くの場合に単回使用後に処分されるには高価すぎる使い捨て器具と共に使用されてもよい
。例えば、本発明は、一定の使用回数、例えば１０回の使用に制限される、再処理する前
のいわゆる「リポーザブル（ｒｅｐｏｓａｂｌｅ）」器具の先端部を保護するために使用
されてもよい。したがって、本発明の方法は、非使い捨て器具、使い捨てもしくは半使い
捨て器具、またはリポーザブル器具を含む、再処理を受ける任意の医療器具に適用されて
もよい。したがって、本発明は、再使用可能な医療器具の前処理に広く適用可能である。
【０００４】
　器具の再処理は、使用済み医療器具を再使用に適した状態にするための、任意の１つま
たは複数のプロセスを含んでいてもよい。再処理は、任意の１つまたは複数のタイプの汚
染除去プロセス、例えば、デリュージ汚染除去（ｄｅｌｕｇｅ　ｄｅｃｏｍｔａｍｉｎａ
ｔｉｏｎ）、浸漬、超音波汚染除去、消毒、滅菌、または他の洗浄プロセスを含んでいて
もよい。再処理は、自動ステップおよび／または手動ステップを含んでいてもよい。
【０００５】
　医療器具は、近年、特に遠位端部（ｄｉｓｔａｌ　ｅｎｄ）または作業端部（ｗｏｒｋ
ｉｎｇ　ｅｎｄ）においてますます複雑になっている。例えば、器具は、より大きな器用
さを与えかつ手術対象の身体の各部にアクセスするために、外科医によって遠隔制御され
得る遠位作業端部に手首のような機構を有していてもよい。比較的複雑な遠位端部を有し
得る器具の例として、ロボット支援手術、切開しない手術、腹腔鏡手術、低侵襲手術、ま
たはいわゆる「ＮＯＴＥＳ」（自然開口部越経管腔的内視鏡手術（Ｎａｔｕｒａｌ　Ｏｒ
ｉｆｉｃｅ　Ｔｒａｎｓｌｕｍｉｎａｌ　Ｅｎｄｏｓｃｏｐｉｃ　Ｓｕｒｇｅｒｙ））の
ための器具が含まれる。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　多くの場合、単回使用後にそのような器具を処分するのは現実的でなく、かかる器具は
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、その器具を再び使用できるようにするために使用後に再処理を受ける。かかる器具の複
雑な遠位端部の十分な汚染除去を達成することは大きな課題となっている。使用中、器具
の遠位端部は、血液や組織などの物質または他の材料と接触することになる。より複雑な
器具には、そのような材料によって汚染された状態になり得るより多数の表面および／ま
たは隙間があり、これらの材料が再処理中に適切に除去されるようにするときの大きな課
題となり得る。この問題は、器具が使用直後に再処理されないことが多いので悪化する。
例えば、器具が外科手術で使用されるのと再処理施設で処理されるのとの間に数時間から
１日以上にも及ぶいくらかの遅れがあり得る。これは、器具を使用場所から再処理施設へ
搬送するのに要する時間によるものであり、潜在的には施設で行われる再処理の遅れによ
るものであり、例えば作業負荷や休暇期間などによるものである。器具の再処理の開始の
遅れにより、血液、組織、およびその他の材料が器具に対して乾燥した状態にして、血液
、組織および他の材料をより一層除去しにくくする可能性がある。
【０００７】
　本発明は、少なくとも好ましい実施形態において、これらの問題のうちの少なくともい
くつかに取り組み得る。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の第１の態様によれば、再処理を受ける汚染された医療器具を前処理する方法が
提供され、この方法は、
　汚染した医療器具の遠位先端部に遠位先端プロテクタを取り付けること、および、
　遠位先端部が遠位先端プロテクタ内に配置されている間、遠位先端プロテクタを使用し
て器具の遠位先端部の周囲に流体を保つこと、
を含む。
【０００９】
　本発明は、再処理を受ける汚染した医療器具の前処理に使用する遠位先端プロテクタに
も及ぶ。本発明の別の態様によれば、再処理を受ける汚染した医療器具の前処理に使用す
る遠位先端プロテクタが提供され、遠位先端プロテクタは、遠位先端プロテクタが使用時
に器具の遠位先端部に取り付けられたときに、遠位先端プロテクタ内に挿入された医療器
具の遠位先端の周囲に流体を保つための手段を備える。
【００１０】
　本発明は、この別の態様では、本発明の他の態様または実施形態のいずかを参照して説
明される特徴のいずれかまたはすべてを含んでいてもよい。遠位先端プロテクタは、本発
明の方法態様を参照して説明される特徴のいずれかを含んでいてもよく、本発明の方法態
様は、遠位先端プロテクタを参照して説明される特徴のいずれかを含んでいてもよく、逆
も同様である。
【００１１】
　本発明によれば、したがって、遠位先端プロテクタが、再処理される汚染器具の遠位先
端部に取り付けられ、遠位先端プロテクタは、遠位先端プロテクタ内に配置された器具の
遠位先端部の周囲に流体を保つために使用される。遠位先端プロテクタは、器具と協働し
て流体を器具の遠位先端部と接触した状態に保つ。このようにして、器具の遠位先端部は
湿潤状態に保たれ、それにより、遠位先端部に組織、血液、または他の汚染物質があれば
これを湿ったままにすることができ、したがって、汚染物質はその後、器具が再処理を受
けるときに容易に除去され得る。加えて、遠位先端プロテクタは、再処理する前の搬送ま
たは保管中に器具の遠位先端部を保護する。このプロテクタは、遠位先端部にある精巧な
機構を保護するのに役立つ可能性がある。
【００１２】
　したがって、出願人は、遠位先端プロテクタが、医療器具の遠位先端部を再処理前に保
護するために使用され得るだけでなく、器具のその後の再処理を容易にするために先端部
の周囲に流体を保つことによって遠位先端部を前処理する能力も同時に提供し得ることに
気付いている。ユーザは、器具の遠位先端部の上に遠位先端プロテクタを単純に配置して
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、予備洗浄ステップを行うために、必要であれば（プロテクタが予め満たされない場合）
遠位先端部にプロテクタを取り付ける前または後に遠位先端部に流体を供給してもよい。
【００１３】
　本発明の諸実施形態によれば、器具の遠位先端部は、遠位先端部に取り付けられた遠位
先端プロテクタによって解放可能に保持され、上記方法は、遠位先端部が遠位先端プロテ
クタによって保持されている間、遠位先端プロテクタを使用して器具の遠位先端部の周囲
に流体を保つことを含む。遠位先端部は遠位先端プロテクタ内に保持される。遠位先端プ
ロテクタは、使用時に遠位先端プロテクタ内に器具の遠位先端部を解放可能に保持するよ
うに構成されてもよい。諸実施形態では、遠位先端プロテクタは、器具と協働して遠位先
端プロテクタ内に器具の遠位先端部を解放可能に保持するように構成される。これは任意
の適切な態様で達成され得る。遠位先端プロテクタは、器具用の着脱可能なキャップを備
えていてもよい。
【００１４】
　医療器具は、医療器具の遠位先端部に遠位先端プロテクタが取り付けられるものであり
、再処理を受ける汚染器具である。本発明の方法は、再処理が行われる前に医療器具を前
処理する方法である。この方法は、任意の再処理、例えば汚染除去が行われる前に実施さ
れてもよい。したがって、器具の遠位先端部に遠位先端プロテクタを取り付けるステップ
、および、遠位先端プロテクタを使用して器具の遠位先端部の周囲に流体を保つステップ
は器具を再処理する前に実施される。本発明の諸実施形態のいずれかでの本発明によれば
、方法は、遠位先端プロテクタを使用して、器具が再処理を受ける前かつ／または器具が
再処理を受けるまで器具の遠位先端部の周囲に流体を保つことを含んでいてもよい。遠位
先端プロテクタは、器具が再処理を受けるまで器具の遠位先端部の周囲に流体を連続的に
保つために使用されてもよい。他の配置構成では、遠位先端プロテクタは、器具が再処理
を受けるまでの期間のごく一部の間に、器具の遠位先端部の周囲に流体を保つために使用
されてもよい。遠位先端プロテクタは、後述するように、例えば遠位先端プロテクタが予
め満たされるかどうかに応じて、器具の遠位先端部に取り付けられた後でまたは器具の遠
位先端部に取り付けられるのと同時に遠位先端部の周囲に流体を保つために使用されても
よい。本発明の前処理は、器具が任意の汚染除去プロセスを受ける前に行われることが好
ましい。器具は、前処理後かつ再処理、例えば汚染処理前に医療処置において再び使用さ
れることはない。
【００１５】
　いくつかの実施形態では、方法は、器具が再処理を受けるまで器具の遠位先端部の周囲
に流体を保つために、遠位先端プロテクタが器具の遠位先端部に取り付けられたままにし
ておくことを含む。遠位先端プロテクタは、再処理が始まるまで器具の遠位先端部上に連
続的に保たれてもよい。
【００１６】
　方法は、再処理、例えば汚染除去前の器具の保管および／または搬送中、遠位先端プロ
テクタを使用して器具の遠位先端部の周囲に流体を保つことを含んでいてもよい。方法は
、器具の第１の場所、例えば使用場所で、器具の遠位先端部に遠位先端プロテクタを取り
付けること、および、遠位先端プロテクタを使用して器具の遠位先端部の周囲に流体を保
つことを含んでいてもよい。この場所は手術室でもよい。第１の場所は、器具が再処理を
受ける場所と異なる場所でもよい。遠位先端プロテクタは、器具が第２の場所、例えば再
処理施設の場所に到達するまで、器具の遠位先端部に取り付けられたままにして遠位先端
部の周囲に流体が保たれてもよい。
【００１７】
　方法は、器具の遠位先端部から遠位先端プロテクタを除去することをさらに含んでいて
もよい。器具の遠位先端部から遠位先端プロテクタを除去するステップは、再処理施設で
実施されてもよい。遠位先端プロテクタから器具の遠位先端部を除去するステップは、遠
位先端部が遠位先端プロテクタ内に挿入される場所とは異なる場所で実施されてもよい。
遠位先端プロテクタは、器具が再処理、例えば汚染除去にかけられる前に器具の遠位先端
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部から除去される。
【００１８】
　方法は、器具の遠位先端部から遠位先端プロテクタが除去された後、器具を１つまたは
複数の再処理ステップにかけることをさらに含んでいてもよい。器具が１つまたは複数の
再処理ステップにかけられる実施形態では、１つまたは複数の再処理ステップは１つまた
は複数の汚染除去ステップを含むことが好ましい。一般に、本明細書における「器具が、
再処理を受ける器具である」への言及は、説明されるタイプのいずれかでよい１つまたは
複数の再処理ステップを受ける器具のことを言い、再処理ステップは、汚染除去ステップ
を含むかまたは汚染除去ステップであることが好ましい。器具が受けるまたは受ける再処
理ステップ、例えば汚染除去ステップは、洗浄ステップ、消毒ステップまたは滅菌ステッ
プあるいはそれらのステップの組合せから選択されることが好ましい。洗浄ステップは、
デリュージ汚染除去ステップ、超音波汚染除去ステップ、浸漬ステップ、およびフラッシ
ングステップのうちの１つまたは複数を含んでいてもよい。
【００１９】
　１つまたは複数の再処理ステップは、自動化された再処理ステップおよび／または手動
で実行される再処理ステップでよい。いくつかの実施形態では、器具を１つまたは複数の
再処理ステップにかけるステップは器具を自動汚染除去装置内に配置することを含み、器
具が受ける再処理ステップはかかるステップを含んでいてもよい。方法は、器具を装置の
自動汚染除去サイクルにかけることを含んでいてもよい。自動汚染除去サイクルは、デリ
ュージ汚染除去、超音波汚染除去、内部フラッシング、消毒、滅菌、または浸漬のうちの
１つまたは複数を含んでいてもよい。装置は、単一タイプの汚染除去ステップまたは、例
えば自動サイクル内の異なるステップの組合せを実行するように構成されてもよい。
【００２０】
　再処理は、例えば、乾燥包装、検査、器具の組み立て、器具の分解などのさらなるステ
ップを含んでいてもよい。
【００２１】
　本発明の態様または実施形態のいずれかでの本発明の前処理方法にかけられる医療器具
は、再使用前に再処理を受ける汚染器具である。この器具は、医療処置に使用されている
器具であることが好ましい。器具は、外科手術に使用されている手術器具であることが好
ましい。本発明の実施形態のいずれかの本発明によれば、方法は、医療処置での器具の使
用後に、器具の遠位先端部に遠位先端プロテクタを取り付けること、および、遠位先端プ
ロテクタを使用して器具の遠位先端部の周囲に流体を保つことを含むことが好ましい。
【００２２】
　一般に、本発明の方法は、器具の汚染除去をする前に汚染器具を前処理する方法および
汚染器具の前処理に使用する遠位先端プロテクタを提供し、「器具が、再処理を受けるま
たは受ける器具である」への言及は、「汚染除去を受ける器具」への言及で置き換えられ
てもよい。
【００２３】
　本発明の別の態様によれば、汚染除去を受ける汚染した医療器具を前処理する方法が提
供され、この方法は、
　汚染した医療器具の遠位先端部に遠位先端プロテクタを取り付けること、
を含み、
　この方法は、遠位先端部が遠位先端プロテクタ内に配置されている間、遠位先端プロテ
クタを使用して器具の遠位先端部の周囲に流体を保つことを含む。
【００２４】
　本発明の別の態様によれば、汚染除去を受ける汚染した医療器具の前処理に使用される
遠位先端プロテクタが提供され、遠位先端プロテクタは、遠位先端プロテクタが使用時に
器具の遠位先端部に取り付けられたときに、遠位先端プロテクタ内に挿入された医療器具
の遠位先端の周囲に流体を保つための手段を備える。
【００２５】
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　この別の態様での本発明は、記述されている他の態様での本発明に従って説明される特
徴のいずれかを含んでいてもよい。
【００２６】
　本発明の態様のいずれかでの本発明によれば、本発明の方法は、医療処置での器具の使
用後に、かつ／または器具が再処理または汚染除去を受ける前に、かつ／または器具が再
処理または汚染除去を受けるまで、器具の遠位先端部に遠位先端プロテクタを取り付ける
こと、および、遠位先端プロテクタを使用して器具の遠位先端部の周囲に流体を保つこと
を含むことが好ましい。
【００２７】
　器具の遠位先端部に遠位先端プロテクタを取り付けるステップは任意の方法で実施され
てもよい。好ましい諸実施形態では、このステップは器具の遠位先端部を遠位先端プロテ
クタ内に挿入することを含み、本明細書において言及される遠位先端プロテクタを取り付
けるステップは、そのようなステップへの言及に置き換えられてもよい。遠位先端部に遠
位先端プロテクタを取り付けるステップは、器具の遠位先端部の上で遠位先端プロテクタ
を摺動させることを含んでいてもよい。このことは、器具の端部の上にキャップを配置す
るのと同様の方法で実現され得る。しかし、本発明の遠位先端プロテクタは、流体を汚染
器具と接触した状態にすることにより再処理前に遠位先端部を前処理する追加機能を提供
する。器具は、少なくとも器具の遠位先端部が汚染され得る。方法は、遠位先端プロテク
タを使用して器具の遠位先端部の予浸を行うことを含んでいてもよい。方法は、遠位先端
部が遠位先端プロテクタ内に配置されている間、器具の内部に流体を供給することを含ま
ないことが好ましい。
【００２８】
　本発明の別の態様によれば、汚染除去を受ける汚染した医療器具を前処理する方法が提
供され、この方法は、
　器具の遠位先端部を遠位先端プロテクタ内に挿入すること、
を含み、
　この方法は、遠位先端部が遠位先端プロテクタ内に配置されている間、遠位先端プロテ
クタを使用して器具の遠位先端部の周囲に流体を保つことを含む。
【００２９】
　この別の態様での本発明は、本発明の他の態様に関して説明される特徴のいずれかを、
それらの特徴が相互排他的でない限りにおいて含んでいてもよい。
【００３０】
　本発明の諸態様のいずれかでの本発明によれば、遠位先端プロテクタは器具の遠位先端
部に取り付けられると、器具と共に動かすことができる。プロテクタにより、器具がある
場所から別の場所へ動かされるときに予備洗浄を行うことが可能になる。遠位先端プロテ
クタは持ち運び可能である。
【００３１】
　諸実施形態では、遠位先端プロテクタは、遠位先端プロテクタ内に挿入された器具の遠
位先端部の周囲に流体を保つための内蔵ユニットを提供する。
【００３２】
　方法は、遠位先端プロテクタおよび／または汚染した医療器具を用意するステップに及
んでいてもよい。
【００３３】
　遠位先端プロテクタは、ユーザによって器具の遠位先端部に取り付けられ、必要に応じ
て器具の遠位先端部から除去される。遠位先端プロテクタは、器具の遠位先端部に相互に
取り付けられるか、または器具の遠位先端部から除去されるように配置される。本発明の
諸実施形態のいずれかでの本発明の遠位先端プロテクタは、手持ち式の遠位先端プロテク
タであることが好ましい。
【００３４】
　遠位先端プロテクタは、本発明の諸態様のいずれかでの本発明によれば、器具の遠位先
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端部が遠位先端プロテクタ内に配置されている間、器具の遠位先端部の周囲に流体を保つ
ために使用される。器具の遠位先端部に遠位先端プロテクタを取り付けるステップは、器
具の遠位先端部が遠位先端プロテクタ内に配置されるように器具の遠位先端部に遠位先端
プロテクタを取り付けることを含むことが理解されるであろう。遠位先端プロテクタは器
具の遠位先端部を受容する。このことは任意の適切な態様で達成され得る。
【００３５】
　遠位先端プロテクタは、器具の遠位先端部が遠位先端プロテクタ内に配置されている間
、器具と協働して器具の遠位先端部の周囲に流体を保つ。プロテクタは、これを達成する
ために器具のシャフトと協働してもよい。好ましくは、遠位先端プロテクタは、器具の遠
位先端部が遠位先端プロテクタ内に配置されている間、器具と協働して器具の遠位先端部
の周囲に流体を保つとともに、遠位先端プロテクタ内に配置された器具の遠位先端部を解
放可能に保持する。遠位先端プロテクタは、器具と協働して、遠位先端プロテクタ内に配
置された器具の遠位先端部を遠位先端部の周囲の流体と共に解放可能に保持する。遠位先
端プロテクタは遠位先端部の外側の周囲に流体を保ち、好ましくは器具の内部に流体を供
給しない。器具を解放可能に保持しかつ／または先端部の周囲に流体を保つために、遠位
先端部に最も近い器具の一部と協働してもよい。遠位先端部が連結されている器具のシャ
フトと協働してもよい。
【００３６】
　方法は、遠位先端プロテクタを使用して、流体が器具の遠位先端部を取り囲むように遠
位先端プロテクタ内に挿入された器具の遠位先端部の周囲に流体を保つことを含んでいて
もよい。流体は遠位先端部を四方八方に取り囲んでもよい。次いで、流体は遠位先端部と
四方八方に接触することになる。
【００３７】
　遠位先端プロテクタは、器具の遠位先端部が遠位先端プロテクタ内に挿入されたときに
流体が遠位先端部と接触しかつ／または遠位先端部を取り囲むように、流体を任意の形で
保持することができるように配置されてもよい。流体は、少なくとも遠位先端部が遠位先
端プロテクタ内に挿入されている間、遠位先端プロテクタによって保持されてもよい。流
体は遠位先端プロテクタの内部に保持される。
【００３８】
　本発明の諸態様または諸実施形態のいずれかでの本発明によれば、遠位先端プロテクタ
は、器具の遠位先端部が遠位先端プロテクタ内に配置されたときに、器具と協働して器具
の遠位先端部の周囲に流体を保つための容器を提供してもよい。
【００３９】
　好ましい諸実施形態では、遠位先端プロテクタは、（プロテクタが遠位先端部に取り付
けられたときに）遠位先端部がその中に配置さる内部空洞を備え、内部空洞は流体を含み
、遠位先端プロテクタは、器具の遠位先端部が内部空洞内に配置されている間、器具と協
働して器具の遠位先端部の周囲に流体を保つ。内部空洞は流体保持チャンバでよい。
【００４０】
　好ましくは、遠位先端プロテクタは弾性シールを備え、器具は、遠位先端部が遠位先端
プロテクタ内に配置されたときに弾性シールを貫通して延び、弾性シールは、遠位先端プ
ロテクタの内部からの流体の漏出を防止するために器具の輪郭部に適合するように配置さ
れる。シールは、器具の周囲、すなわちシールと器具との間の境界面の周囲での遠位先端
プロテクタの内部からの流体の漏出を防止する。シールは器具の円周周辺に適合してもよ
い。遠位先端プロテクタが内部空洞を備え、遠位先端部が内部空洞内に配置される好まし
い諸実施形態では、弾性シールは空洞への入口に配置される。好ましくは、弾性シールは
、遠位先端プロテクタの近位端部に配置され、必要に応じて遠位先端プロテクタの内部空
洞に配置される。
【００４１】
　器具の遠位先端部に遠位先端プロテクタを取り付けるステップは、遠位先端部を弾性シ
ールからプロテクタの内部に、好ましくはプロテクタの内部空洞の内部に挿入することを
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含むことが好ましい。好ましい諸実施形態では、遠位先端プロテクタは、遠位先端プロテ
クタの近位端部に弾性シールを備え、器具の遠位先端部は弾性シールからプロテクタの内
部に挿入される。シールは流体シールである。
【００４２】
　いくつかの実施形態では、弾性シールは、遠位先端部を遠位先端プロテクタ内に挿入す
るために破裂させられる。いくつかの実施形態では、したがって、遠位先端プロテクタは
内部空洞の端部を閉鎖する弾性シールを備え、弾性シールは、遠位先端部が遠位先端プロ
テクタ内に挿入されたときに破裂する。他の実施形態では、シールは開口を備えていても
よく、遠位先端部は遠位先端プロテクタ内に挿入されると、開口に挿通されることが想定
される。その場合、シールは、器具の遠位先端部が挿通される絞りを備えていてもよい。
これらの配置構成では、開口はシールに予め形成されてもよく、あるいは以前に、例えば
別の器具を挿入したときに破られているシールを使用することによって設けられてもよい
。そのような配置構成は、プロテクタがユーザによって満たされるかまたは補充される場
合に適用可能となり得る。破裂可能なシールは、破裂可能な膜、例えば円盤膜を備えてい
てもよい。
【００４３】
　シールが遠位先端プロテクタを挿入したときに開口されるか否かにかかわらず、シール
の弾性により、シールは、シールから挿入された器具の輪郭部に適合して遠位先端プロテ
クタから外への流体、すなわち液体の通過に対するバリアを提供し、それによって遠位先
端プロテクタ内に挿入された器具の遠位先端部の周囲に流体を保つことが可能になる。シ
ールが最初に破裂可能なシールとして設けられる実施形態では、シールは、器具がシール
から挿入される前にチャンバの内部からチャンバの外部への流体の通過に対するバリアを
付加的に提供する。このことは、器具が挿入される前にプロテクタが流体で予め満たされ
る配置構成で妥当かもしれない。
【００４４】
　シールは、任意の適切な１つまたは複数の材料を含んでいてもよく、任意の適切な態様
で構成されてもよい。シールは１つまたは複数の構成要素を備えていてもよい。シールは
、流体がシールの一方の側からシールを通って反対側へ通過するのに耐え得る任意の１つ
または複数の材料を含んでいてもよい。材料の不透過性の程度は、使用時に予期される条
件、例えば、プロテクタが使用される可能性が高い期間や温度などの条件下で十分な漏れ
保護が提供されるようにするために、所望されるように選択されてもよい。例えば、シー
ルは、箔、もしくはポリマー材料または類似の材料を含んでいてもよい。いくつかの実施
形態では、シールは弾性シールである。もちろん、シールがある程度回復してプロテクタ
内に挿入された器具の周縁部の周囲を密封する流体バリアを提供し続けることができると
いう条件で、シールは弾性である必要はない。いくつかの好ましい実施形態では、シール
はポリマー材料を含む。例えば、この材料はクリングフィルムタイプの材料でよい。
【００４５】
　シールは、プロテクタの本体に装着される別個の部品として設けられてもよく、または
プロテクタの本体と一体に形成されてもよい。シールは、例えば器具に対する弾性嵌合（
ｒｅｓｉｌｉｅｎｔ　ｆｉｔ）を提供するために、プロテクタの近位端部の適切な構成に
よって、またはプロテクタの破裂可能な壁によって設けることができる。しかし、シール
はプロテクタの本体に装着される別個のシールであることが好ましい。シールは、プロテ
クタの本体とは異なる材料で作製されることが好ましい。
【００４６】
　本発明の諸態様または諸実施形態のいずれかでの本発明によれば、遠位先端プロテクタ
は、器具の遠位先端部のプロテクタ内への挿入時に器具を案内するための、遠位先端プロ
テクタの近位先端部から延びる案内手段をさらに備えていてもよい。方法は、器具の遠位
先端部を案内手段から遠位先端プロテクタ内に挿入することを含んでいてもよい。案内手
段はプロテクタの近位端部から近接して延びる。諸実施形態では、遠位先端プロテクタは
プロテクタの本体の近位端部から延びる。案内手段は、器具の遠位先端部がプロテクタ内
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に挿入されたときに座屈するのを防止するように構成されてもよい。特に、案内手段は、
器具の遠位先端部が遠位先端プロテクタの近位端部にある弾性シールから挿入されるとき
に、器具の遠位先端部の座屈を防止するように構成されてもよい。方法は、シールを破裂
させるために器具の遠位先端部を案内手段から挿入することを含んでいてもよい。その場
合、遠位先端部はシールを破裂させる前に案内手段を通過する。案内手段は、器具の遠位
先端部がシールを破裂させるときに器具の遠位先端部を案内してもよい。ある器具の遠位
先端部は、例えば器具が遠位先端部に手関節などのジョイントを有する場合、シールを破
裂させたときに座屈する傾向があり得ることが見出されている。案内手段は管を備えてい
てもよい。案内手段は、遠位先端部をプロテクタから挿入できるようにするが、先端部の
座屈を防止するように、プロテクタが共に使用される器具の直径よりわずかに大きい直径
を有するように選択されてもよい。案内手段は、遠位先端プロテクタの近位端部から近接
して比較的短い距離にわたって延びていてもよい。例えば、案内手段は５ｃｍ未満の距離
、または１ｃｍ～５ｃｍの距離にわたって延びていてもよい。案内手段は、プロテクタの
長さと比較して短い長さを有する。案内手段は、器具の遠位先端部を遠位先端プロテクタ
内に挿入した後で、すなわち遠位先端プロテクタの使用中に所定の位置にとどまる。案内
手段は、遠位先端プロテクタに任意の適切な態様で装着されてもよい。いくつかの好まし
い実施形態では、案内手段は、後述するように遠位先端プロテクタのエンドキャップに装
着される。
【００４７】
　本発明の諸態様または諸実施形態によれば、遠位先端プロテクタは使用前にシールを保
護するキャップを備えていてもよい。その場合、方法は、器具の遠位先端部をシールから
挿入する前にキャップを除去するステップを含んでいてもよい。このような配置構成は、
特に、シールが破裂可能なシールである場合に適用可能である。
【００４８】
　他の実施形態では、エンドキャップは開口を画定してもよく、器具の遠位先端部は開口
から遠位先端プロテクタ内に挿入されてもよい。方法は、器具の遠位先端部をエンドキャ
ップからプロテクタ内に挿入するステップを含んでいてもよい。開口は中心開口である。
その場合、エンドキャップは、プロテクタ内への器具の遠位先端部の挿入中または挿入後
に所定の位置にとどまり得る。エンドキャップは、依然としてシールの縁部を保護するよ
うに働くとともに、使用時にシールを所定の位置にとどまり得る。エンドキャップは、こ
れらの実施形態において環状リングの形をしてもよい。これらの実施形態では、エンドキ
ャップは、器具の遠位先端部が上述した案内手段のための諸実施形態のいずれかによる遠
位先端プロテクタ内に挿入されるときに器具の遠位先端部を案内するための案内手段を備
えていてもよい。案内手段はエンドキャップから近接して突出する。案内手段は、エンド
キャップに任意適切な態様で装着されてもよく、例えばエンドキャップと一体に成形され
てもよく、あるいはエンドキャップに装着される別個の構成要素でもよい。
【００４９】
　器具がプロテクタ内に挿入されると、先端プロテクタは器具の遠位先端部を先端プロテ
クタ内に開放可能に保持する。このことは任意適切な態様で達成され得る。弾性シールを
有する諸実施形態では、シールは、遠位先端部が遠位先端プロテクタ内に配置された状態
で器具を解放可能に保持する機能を提供し得ることが理解されるであろう。弾性シールは
、遠位先端部がプロテクタ内に配置された状態で器具を保持するように器具を把持しても
よい。
【００５０】
　好ましい諸実施形態では、遠位先端プロテクタは流体を保持するための内部空洞を備え
、方法は、器具の遠位先端部を空洞内に挿入すること、および、遠位先端プロテクタの空
洞を使用して器具の遠位先端部の周囲に流体を保つことを含む。空洞は、遠位先端部が遠
位先端プロテクタ内に保持されている間、器具の遠位先端部の周囲に流体を保つために使
用される。
【００５１】
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　いくつかの実施形態では遠位先端プロテクタまたは、好ましい諸実施形態では遠位先端
プロテクタの内部空洞は、遠位先端プロテクタが器具の遠位先端部に取り付けられる前に
、例えば器具が遠位先端プロテクタ内に、または好ましくは遠位先端プロテクタの内部空
洞内に挿入される前に流体を収容する。方法は、器具の遠位先端部を遠位先端プロテクタ
または遠位先端プロテクタの内部空洞内に保持されている流体中に挿入することを含んで
いてもよい。
【００５２】
　これらの実施形態では、方法は、器具に遠位先端プロテクタを取り付ける前に、例えば
遠位先端プロテクタまたは空洞内に器具の遠位先端部を挿入する前に、遠位先端プロテク
タの内部または、好ましくは遠位先端プロテクタの内部空洞に流体を供給するステップを
含んでいてもよい。流体は、遠位先端プロテクタ、または好ましくは遠位先端プロテクタ
の内部空洞内に配置され、方法は、遠位先端プロテクタ、または好ましくは遠位先端プロ
テクタの内部空洞を流体で満たすことを含んでいてもよい。
【００５３】
　他の実施形態では、方法はそのようなステップを含んでいなくてもよい。遠位先端プロ
テクタは、既に流体を収容してまたは、好ましくは遠位先端プロテクタの内部空洞が流体
を収容している状態で供給されてもよい。したがって、遠位先端プロテクタ、または好ま
しくは遠位先端プロテクタの内部空洞は予め満たされてもよい、すなわちユーザに供給さ
れる前に、例えば製造時に満たされてもよい。その場合、プロテクタは、遠位先端部が挿
入され得る、流体を収容した密閉チャンバを備えていてもよい。これらの実施形態では、
破裂可能なシールが、流体を密閉するために遠位先端プロテクタの使用前に遠位先端プロ
テクタまたは遠位先端プロテクタの内部空洞内に設けられてもよい。その場合、流体を収
容した密閉チャンバは、破裂可能なシールとプロテクタの内部、例えば内部空洞との間の
協働によって設けられてもよい。
【００５４】
　「空洞またはプロテクタが満たされる」への言及は、空洞またはプロテクタ内に配置さ
れたときに器具の遠位先端部の周囲に流体が保たれることを可能にする形で空洞またはプ
ロテクタが満たされるという条件で、空洞またはプロテクタが完全に満たされることを必
ずしも意味するものではないことが理解されるであろう。
【００５５】
　他の実施形態では、方法は、器具の遠位先端部に遠位先端プロテクタを取り付け、例え
ば遠位先端部を遠位先端プロテクタまたは内部空洞内に挿入し、次いで遠位先端プロテク
タまたは内部空洞内に流体を供給し、例えばプロテクタまたは内部空洞を満たすステップ
を含んでいてもよい。
【００５６】
　方法は、遠位先端プロテクタの内部、または、好ましい諸実施形態では遠位先端プロテ
クタの内部空洞に流体を供給するステップに及んでもよく及ばなくてもよいことが分かる
。流体を供給するステップは、実施される場合、ユーザによって実施されてもよい。方法
が遠位先端プロテクタまたは遠位先端プロテクタの内部空洞に流体を供給するステップを
含む場合、この方法は、器具の遠位先端部に遠位先端プロテクタを取り付ける前または後
、例えば遠位先端部を遠位先端プロテクタまたは遠位先端プロテクタの内部空洞内に挿入
する前または後に実施されてもよい。流体は、プロテクタを器具に取り付ける前に供給さ
れることが好ましい。
【００５７】
　いくつかの実施形態では、遠位先端プロテクタは、流体が遠位先端プロテクタの内部に
供給されること、プロテクタが内部空洞を備える好ましい諸実施形態では、流体が空洞に
内部に供給されることを可能にするための流体入口を備える。方法は、流体を流体入口か
ら遠位先端プロテクタの内部、または内部空洞に供給することを含んでいてもよい。入口
は、器具の遠位先端部に取り付ける前または後、例えば器具の遠位先端部をプロテクタ内
に挿入する前または後に、流体をプロテクタの内部、またはプロテクタの内部空洞に供給
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するために使用されてもよい。流体入口は、プロテクタが再使用される実施形態において
遠位先端プロテクタに補充するために使用されてもよいが、いずれにせよ流体入口は当初
プロテクタを満たすために使用される。流体入口は、器具の遠位先端部がプロテクタ内に
配置されている間、流体がプロテクタの内部またはプロテクタの内部空洞に供給されるこ
とを可能にするように構成されてもよい。いくつかの実施形態では、流体入口が１つだけ
設けられる。流体入口は、プロテクタの内部または使用時に流体を保持するプロテクタの
内部空洞と流体連通するように任意の形で配置されてもよく、任意の中間流体連結部が使
用されてもよい。いくつかの好ましい実施形態では、流体入口は、好ましくは遠位先端プ
ロテクタの内部から遠位先端プロテクタの壁を貫通して外部へ延び、好ましくは遠位先端
プロテクタの内部流体空洞の壁を貫通して遠位先端プロテクタの外部へ延びる。流体入口
はプロテクタの壁内のポートでもよい。
【００５８】
　いくつかの好ましい実施形態では、流体入口は、遠位先端プロテクタの遠位端部に配置
され、遠位先端プロテクタの遠位端面上に配置されてもよい。流体入口は、プロテクタの
弾性シールから遠く離れて配置されることが好ましい。流体入口はプロテクタの弾性シー
ルの開口に追加される。
【００５９】
　いくつかの実施形態では、遠位先端プロテクタは、遠位先端プロテクタまたは遠位先端
プロテクタの内部空洞から流体が漏出するのを防止するために、流体入口を閉鎖するため
の手段をさらに備えていてもよい。この手段は解放可能な手段でよく、解放可能手段は、
流体入口へのアクセスを提供するために除去され、必要に応じて流体入口を閉鎖するため
に交換されてもよい。この手段は、キャップ、プラグまたは任意の適切な取付け具などの
閉鎖手段を備えていてもよい。他の実施形態では、閉鎖手段は一方向弁を備えていてもよ
い。他の実施形態では、流体入口が適切に構成されれば、プロテクタまたはチャンバが逆
さにされたときでも、流体入口によってもたらされる空気制限のために、先端プロテクタ
または先端プロテクタの内部空洞内に、液体がピペット内に保たれ得るようにする態様と
同様の態様で流体が保持され得るので、閉鎖手段を設ける必要性を回避することが可能と
なり得ることが見出されている。いくつかの実施形態では、流体入口は、例えば別個の閉
鎖要素の必要なしに、プロテクタの内部または空洞からプロテクタの外部への流体の通過
を妨げるように構成されてもよい。
【００６０】
　流体入口が設けられる諸実施形態では、流体入口は、流体を供給するための手段に連結
するために構成されてもよい。いくつかの実施形態では、流体入口はルアー型連結部を備
える。これにより、流体が協働ルアー型取付け具を有するデバイス、例えばシリンジから
供給されることが可能となり得る。ルアー型取付け具は、別個の閉鎖要素の必要なしに液
密となるように適切に構成され得る。方法は、流体入口に連結された流体供給手段、例え
ばシリンジを使用して流体入口に流体を供給することを含んでいてもよい。
【００６１】
　他の実施形態では、遠位先端プロテクタは、少なくとも遠位先端プロテクタが器具に取
り付けられた後、例えば器具が遠位先端プロテクタ内に挿入された後で、諸実施形態では
遠位先端プロテクタが器具に取り付けられる前または後に、遠位先端プロテクタの内部に
流体を供給することを可能にするための流体入口を備えていない。遠位先端プロテクタは
、遠位先端プロテクタの遠位端部に流体入口を備えていなくてもよい。
【００６２】
　器具の遠位先端部から除去されると、すなわち器具が再処理のために除去されると、遠
位先端プロテクタは再使用され得ることが想定される。これらの実施形態では、方法は、
第１の器具の遠位先端部から遠位先端プロテクタを除去すること、および、遠位先端プロ
テクタを第２の医療器具に取り付けること、例えば第２の医療器具を遠位先端プロテクタ
内に挿入することを含んでいてもよい。これらの実施形態では、提供される場合、弾性シ
ールが、第１の器具と同様に器具の遠位先端部の周囲に流体を保つことを可能にするため
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に第２の器具の輪郭部に適合してもよい。シールの弾性により、シールは、シールが第１
の器具によって破裂させられた場合でもこのように機能することが可能になる。弾性シー
ルは、異なる直径の器具に適切に適合することができるかもしれない。
【００６３】
　プロテクタが再使用される場合、プロテクタは、好ましくは、例えば適切な流体入口を
含むことにより補充を可能にするように構成され、あるいは代替的に、補充は、例えば、
第１の器具によりシールが破裂することによって形成されるか、または開口シールの初期
使用によって設けられる弾性シールの開口を通じて実現され得る。
【００６４】
　諸実施形態では、方法は、第２の器具の遠位先端部と接触するための流体を提供するた
めに、遠位先端プロテクタの内部または遠位先端プロテクタの内部空洞に流体を供給して
プロテクタまたは空洞に補充することをさらに含んでいてもよい。このことは、第２の器
具を遠位先端プロテクタ内に挿入する前または後に実施されてもよい。他の配置構成では
、ある器具がプロテクタから除去され、別の器具がプロテクタ内の流体を変えずに挿入さ
れ得ることが想定される。
【００６５】
　いくつかの他実施形態では、遠位先端プロテクタは、使用時に作動したときに、遠位先
端プロテクタ内の流体、例えば遠位先端プロテクタの内部空洞内の流体を加熱するための
熱を発生させる手段をさらに備えていてもよい。熱発生手段は、器具の遠位先端部の周囲
の流体を加熱するように構成される。これらの実施形態では、方法は、加熱発生手段を作
動させて器具の遠位先端部の周囲の流体を加熱するための熱を発生させることを含んでい
てもよい。熱発生手段は、任意の適切な態様で作動するように構成されてもよい。例えば
、熱発生手段は、器具に遠位先端プロテクタを取り付けた結果として、例えば器具を遠位
先端プロテクタ内に挿入した結果として作動するように構成されてもよく、あるいは別個
の操作が要求されてもよい。
【００６６】
　熱発生手段は、熱発生手段がプロテクタ内の流体、例えばプロテクタの内部空洞内の流
体を加熱し得るという条件で、プロテクタに対して任意の態様で配置されてもよい。熱発
生手段は、熱発生手段が流体と熱的に連通するという条件で、流体と直接熱的に接触して
いてもよいし接触していなくてもよい。例えば、熱発生手段は内部空洞の内部または外部
に配置されてもよい。諸実施形態では、熱発生手段は、空洞内の流体を加熱するために、
熱発生手段の壁を通じて熱を伝達するための空洞の外部に配置されてもよい。
【００６７】
　熱発生手段はプロテクタの任意の部分に関連していてもよい。好ましくは、熱発生手段
はプロテクタの遠位端部に配置される。
【００６８】
　熱は任意の適切な態様で生成されてもよい。熱は化学反応によって生成されることが好
ましい。いくつかの実施形態では、熱は発熱反応によって生成されてもよい。適切なシス
テムが、例えば、２つの構成要素が混合することを許されたときに熱の発生をもたらすヒ
ートパックおよび類似のものに使用される。熱発生手段を作動させるステップは、発熱反
応をもたらし、それによって熱を発生させるために、熱発生手段の構成要素を混合させる
ことを含んでいてもよい。熱発生手段は、バリアによって隔てられた第１の構成要素およ
び第２の構成要素を備えていてもよく、バリアは、第１の構成要素および第２の構成要素
を混合して発熱反応によって熱を発生させることを可能にするために、例えばユーザによ
って破られてもよい。例えば、構成要素は、構成要素の混合を可能にするために破裂させ
られ得る別々のコンパートメント内に配置されてもよい。熱発生手段が設けられる配置構
成は、器具の遠位先端部と接触する流体の予備洗浄効果を高めること、および、いくつか
の実施形態では酵素を含む汚染除去剤を含む流体の酵素活性を高めることにより、汚染器
具の前処理でのさらなる利点を提供し得る。好ましい諸実施形態では、熱発生手段は、酵
素を含む汚染除去剤、すなわち洗浄剤を含む流体と共に使用される。
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【００６９】
　遠位先端プロテクタが流体を保持するための内部空洞を備える実施形態では、チャンバ
は細長い空洞であることが好ましい。この空洞は、プロテクタの近位端部と遠位端部との
間に延び、プロテクタの遠位先端部にまで延びていてもよい。空洞は、遠位先端プロテク
タの長さの少なくとも５０％、または少なくとも７５％、または好ましくは少なくとも９
０％、または全長にわたって延びていてもよい。したがって、空洞はプロテクタの長さに
対応する長さを有していてもよい。空洞は、好ましくは先端プロテクタの内部空間、また
は少なくとも先端プロテクタの本体によって画定され、好ましくは先端プロテクタの全内
部空間に対応する。
【００７０】
　内部空洞は、先端プロテクタの壁によって少なくとも部分的に画定され、随意には完全
に画定されることが好ましい。壁は外壁でよい。このことは、特に単純な配置構成をもた
らし得るとともに、必要な部品の数を最小限に抑える。
【００７１】
　遠位先端プロテクタは、１つまたは複数の側壁および１つの遠位端壁を画定してもよい
。遠位先端プロテクタは近位端壁をさらに備えていてもよい。少なくとも側壁および遠位
壁は外壁でよい。
【００７２】
　いくつかの実施形態では、遠位先端プロテクタは、１つまたは複数の側壁および遠位端
壁を画定する本体を備える。近位端壁は、先端プロテクタの弾性シールによって設けられ
てもよい。したがって、近位壁は、シールの構造に応じて閉鎖されてもよく、または開口
を備えていてもよい。好ましい諸実施形態では、少なくとも１つまたは複数の側壁および
遠位端壁が互いに一体に形成される。
【００７３】
　好ましい諸実施形態では、遠位先端プロテクタは中空本体を備え、内部空洞は本体の内
部空間によって画定される。このことは、より空間効率の良い配置構成をもたらし得る。
しかし、内部空洞は、遠位先端プロテクタ内、すなわち遠位先端プロテクタの内部空間中
に配置された別の構成要素によって画定され得ることが想定される。
【００７４】
　いくつかの好ましい実施形態では、遠位先端プロテクタは管状である。好ましい諸実施
形態では、遠位先端プロテクタは、遠位先端プロテクタの遠位端部で閉鎖または実質的に
閉鎖された管の形をした本体を備える。本体は開放近位端部を有していてもよく、弾性シ
ールは開放近位端部に設けられる。シールは少なくとも開放近位端部を制限し、近位端部
を閉鎖してもよい。
【００７５】
　遠位先端プロテクタの本体の少なくとも壁は、任意の適切な材料で形成されてもよい。
各壁は固体壁であることが好ましい。各壁は無孔質である。各壁は流体不透過性壁である
ことが好ましい。これにより、壁はプロテクタの内部流体保持空洞を画定することができ
る。諸実施形態では、プロテクタの本体の遠位端壁および１つまたは複数の側壁は、ポリ
マー材料またはガラスで形成される。遠位先端プロテクタはスポンジ材料を含まないこと
が好ましい。
【００７６】
　遠位先端プロテクタは細長い。遠位先端プロテクタは剛性でもよい。
【００７７】
　遠位先端プロテクタの遠位端部、または遠位先端プロテクタの本体は器具の遠位先端部
を保護するように構成される。遠位端部は器具の遠位先端部を覆う。好ましくは、遠位先
端プロテクタ、または遠位先端プロテクタの本体は、遠位先端プロテクタの遠位端部で閉
鎖または実質的に閉鎖される。遠位先端プロテクタは遠位端部が丸くなっていてもよい。
好ましくは、遠位先端プロテクタの本体の１つまたは複数の側壁が閉鎖される。遠位先端
プロテクタの閉鎖遠位端部は、流体が遠位先端プロテクタを通過するのを妨げるために閉
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鎖される。しかしながら、上述したいくつかの配置構成では、流体入口が、例えばプロテ
クタの遠位端部に設けられてもよいことが想定される。プロテクタの１つまたは複数の側
壁および遠位端壁は、プロテクタの流体入口の領域以外で連続していてもよい。その場合
、流体入口は閉鎖手段によって閉鎖されてもよく、あるいはプロテクタの内部から外への
流体の通過を防止するように構成されてもよく、それにより遠位端部が閉鎖されて流体が
流体入口を通過するのを妨げることになる。
【００７８】
　遠位先端プロテクタは、遠位先端プロテクタが取り付けられる器具の長さのごく一部の
上に延びる。遠位先端プロテクタは器具の遠位端部だけを覆ってもよい。例えば、遠位先
端プロテクタは、器具の長さに沿って３０％未満、または２５％未満、または１５％未満
にわたって延びていてもよい。諸実施形態では、器具の遠位先端部だけが遠位先端プロテ
クタ内に挿入される。遠位先端プロテクタは器具の遠位端部だけを覆う。遠位先端部とは
、遠位先端プロテクタの遠位端部における器具の一部を意味する。
【００７９】
　遠位先端プロテクタは、遠位先端プロテクタが共に使用される器具に応じて任意の適切
な寸法を有していてもよい。
【００８０】
　遠位先端プロテクタの長さは少なくとも５０ｍｍ、または少なくとも６０ｍｍもしくは
少なくとも１００ｍｍでよい。代替的にまたは追加として、遠位先端プロテクタの長さは
３００ｍｍ以下、または２５０ｍｍ以下もしくは２４０ｍｍ以下でよい。いくつかの実施
形態では、遠位先端プロテクタの長さは１００ｍｍ～２４０ｍｍの範囲内である。
【００８１】
　遠位先端プロテクタの直径は少なくとも５ｍｍ、または少なくとも１０ｍｍもしくは少
なくとも１５ｍｍでよい。代替的にまたは追加として、遠位先端プロテクタの直径は４０
ｍｍ以下、３０ｍｍ以下、またはより好ましくは２５ｍｍ、または２０ｍｍ以下でよい。
直径は５ｍｍ～２０ｍｍの範囲内でよい。プロテクタは、約５ｍｍ、約１０ｍｍ、または
約１５ｍｍの直径の器具での使用に適していてもよい。そのような直径は、腹腔鏡手術器
具または類似の手術器具用の標準器具の直径である。いくつかの器具の場合、プロテクタ
の直径は２０ｍｍ以下、または１８ｍｍ以下もしくは１５ｍｍ以下でよい。プロテクタの
直径は少なくとも５ｍｍまたは少なくとも１０ｍｍでよい。
【００８２】
　遠位先端プロテクタの長さおよび／または直径は上記の範囲および部分範囲の任意の組
合せでもよい。長さの範囲または部分範囲のいずれか１つが、直径の範囲または部分範囲
のいずれか１つと組み合わされてもよい。
【００８３】
　遠位先端プロテクタは任意の適切な形状でよい。プロテクタは円形（横）断面でよい。
他の配置構成では、プロテクタは、異なる形状の器具を収容するために異なる断面形状で
よい。プロテクタの形状は円筒形でよい。
【００８４】
　遠位先端プロテクタは、流体を保持するための単一内部空洞を画定してもよい。
【００８５】
　遠位先端プロテクタは、遠位先端プロテクタ内の器具の遠位先端部を観察することがで
きるように構成されてもよい。したがって、遠位先端プロテクタは観察用窓を備えていて
もよい。器具の先端部が配置される内部空洞は透明壁を備えていてもよい。
【００８６】
　遠位先端プロテクタは、単一のプロテクタでよく、または互いに連結される複数のセク
ションを備えていてもよい。複数のセクションが設けられる場合、複数のセクションは異
なる長さであることが好ましい。諸実施形態では、プロテクタは予め組み立てられてユー
ザに提供される。しかしながら、他の実施形態では、プロテクタは、プロテクタを用意す
るためにユーザによって組み立てられる複数のセクションを備えていてもよい。複数のセ
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クションは長手方向のセクションである。プロテクタを用意するステップは、ユーザが、
遠位先端プロテクタを本発明の方法で使用する前に組み立てることを含んでいてもよい。
いくつかの好ましい実施形態では、遠位先端プロテクタは、遠位端セクションと、遠位先
端プロテクタを用意するために遠位端セクションの最も近くに組み付けられる１つまたは
複数のさらなる長手方向に延びるセクションとを備える。このようにして、プロテクタの
長さは、プロテクタを用意する際に適切な１つまたは複数のセクションを選択して遠位端
セクションに装着することでより容易にカスタマイズされ得る。これらのセクションは、
端と端を付けてセクションを連結することによって組み立てられる。遠位端セクションは
、上述したように閉鎖端セクションでよい。遠位端セクションは、提供される場合、流体
入口および／または熱発生手段を備えていてもよい。
【００８７】
　諸実施形態では、上記または別の長手方向に延びるセクションは近位端セクションであ
る。いくつかの実施形態では、プロテクタは、近位端セクションを遠位端セクションに直
接連結することによって形成されてもよい。このことは２ピースプロテクタを提供するこ
とになる。他の実施形態では、プロテクタは、近位端セクションと、近位端セクションを
遠位端セクションに連結するために使用される１つまたは複数の中間セクションとを備え
ていてもよい。好ましい諸実施形態では、ただ１つの中間セクションが設けられる。その
場合、プロテクタは３ピースプロテクタでよい。近位端セクションはどちらの実施形態で
も、器具が挿入される弾性シールを備えることが好ましい。上記または各中間セクション
は、提供される場合、ある長さの管材料でよい。管材料は両端が開放していることが好ま
しい。上記または各中間セクションは変更されない長さの管材料でよい。これらの配置構
成では、プロテクタの長さは、異なる長さの中間セクションを選択することによって変更
されてもよい。例えば弾性シールや流体入口などを含むプロテクタの機能を与えるように
なされた遠位端セクションおよび近位端セクションは、所望の長さを得るために異なる中
間セクションと共に使用することができるので、追加機能性を含むこれらの部品を変える
必要がない。
【００８８】
　２ピースの実施形態では、近位端セクションは遠位端セクションより長い。中間セクシ
ョンを有する実施形態、例えば３ピースの実施形態では、中間セクションは近位端セクシ
ョンまたは遠位端セクションより長いことが好ましい。
【００８９】
　諸実施形態では、方法は、複数のセクションがセクション相互間に液密連結部を設ける
態様で設けられるプロテクタのセクションを組み立てることを含む。諸実施形態では、複
数のセクションは、液密連結部を設けるために手動で互いに嵌め合わされてもよい。この
ことは、セクションなどのうちの１つまたは複数に関連する適切な密封手段を使用して、
または適切な弾性嵌合などによって達成され得る。密封手段は、１つまたは複数のセクシ
ョンの周囲に延びていてもよい。密封手段は弾性シールを備えていてもよい。中間セクシ
ョン、近位端セクション、および遠位端セクションが設けられる好ましい諸実施形態では
、密封手段は各端セクションに関連する。諸実施形態では、中間セクションのそれぞれの
長手方向端部は、デバイスを組み立て、それによってセクション相互間に液密連結部を設
けるために、各端セクションの密封手段の上または中に配置される。これにより、中間セ
クションは、変更することなく単純な長さの管材料で設けることが可能となり得る。プロ
テクタが２ピースプロテクタである場合、どちらのピースが密封手段を備えていてもよい
。
【００９０】
　いくつかの実施形態では、遠位先端プロテクタの長さは、複数の異なる長さのセクショ
ンから１つまたは複数のセクションを選択することによってカスタマイズされ得る。プロ
テクタが少なくとも第１の長手方向に延びるセクションおよび第２の長手方向に延びるセ
クションを互いに組み立てることによって用意されるいくつかの実施形態では、方法は、
ユーザが第１のセクションを選択し、複数の異なる長さの交換可能な第２のセクションの
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組から第２のセクションを選択し、少なくとも第１のセクションおよび第２のセクション
を互いに組み立てて所望の長さのプロテクタを用意することを含んでいてもよい。方法は
、第３のセクションを選択し、第３のセクションを第１のセクションおよび第２のセクシ
ョンと共に組み立ててプロテクタを用意することをさらに含んでいてもよい。第１のセク
ションは遠位端セクションでよい。第２の端セクションは、第３のセクションが使用され
る場合、近位端セクションまたは中間セクションでよい。第３のセクションが使用される
場合、第３のセクションは近位端セクションでよい。近位端セクション、遠位端セクショ
ン、および、提供される場合、中間セクションは、上述した諸実施形態のいずれかに従っ
て構成されてもよい。諸実施形態では、第２のセクションとは異なるセクションが、異な
る長さのプロテクタを用意するために第１のセクションおよび随意に第３のセクションと
共に組み立てられてもよい。第２のセクションは交換可能である。例えば、異なる第２の
長さの第２のセクションが、異なるタイプ、例えば長さの器具で使用するために用意され
てもよい。もちろん２つ以上の第３のセクションが含まれていてもよい。第１のセクショ
ンと第２のセクションの組と随意に第３のセクションとを含むキットが用意されてもよく
、セクションはユーザによってキットから選択される。
【００９１】
　遠位先端プロテクタがユーザによって組み立てられる複数のセクションを備える諸実施
形態では、複数のセクションは、組み合わされると、本明細書に記述されている諸実施形
態のいずれかによる遠位先端プロテクタになる。セクションは互いにプロテクタの本体を
画定し、本体は、好ましくは流体を保持するために使用される内部空洞を画定する。セク
ションは中空本体を画定することが好ましい。セクションは、内部空洞を提供する連続的
な内部空間を画定することが好ましい。したがって、形成されるプロテクタの全内部空間
が流体を収容するために使用され得る。プロテクタは、上述した範囲のいずれかの全体寸
法を有していてもよく、上述した材料のいずれかで形成されてもよい。
【００９２】
　遠位先端プロテクタが使用前にユーザによって組み立てられる諸実施形態では、器具に
遠位先端プロテクタを取り付けるステップは、器具の周囲に遠位先端プロテクタを組み付
けることを含んでいてもよい。しかし、遠位先端プロテクタは器具に取り付けられる前に
組み立てられることが好ましい。プロテクタの組立時または組立後に流体がプロテクタの
内部に供給されてもよい。例えば、流体は、最終セクション、例えば遠位セクションが連
結される前にプロテクタの内部に供給され得るので、特定の流体入口を設ける必要がない
。
【００９３】
　本発明によれば、本発明の態様のいずれかにおいて、遠位先端プロテクタは長手方向お
よび横断方向を画定する。遠位先端部は近位端部および遠位端部を画定する。好ましくは
、器具に遠位先端プロテクタを取り付けるステップは、遠位先端部を遠位先端プロテクタ
の近位端から挿入することを含む。
【００９４】
　本発明の諸実施形態のいずれかでの本発明によれば、流体は任意の適切な流体でよい。
流体は液体である。「流体の通過に対するバリアを提供する」、または「流体シールなど
を設ける」への言及は、液体の通過に対するかかるバリアまたはシールを設けることと理
解されるべきである。流体は水でよく、または１つまたは複数の汚染除去剤を含んでいて
もよい。汚染除去剤は殺菌剤または洗浄剤でよく、流体は一方または両方のタイプの助剤
を含んでいてもよい。流体は洗剤を含んでいてもよい。汚染除去剤は酵素を含んでいても
よい。例えば、洗剤は酵素を含んでいてもよい。ユーザは、所与の器具の前処理に適した
形態の流体を選択し得る。
【００９５】
　本発明は、汚染され、続いて器具の再処理時に汚染除去される遠位先端部を有する任意
の医療器具に適用可能である。器具は細長い器具である。器具は鉛筆状でもよい。器具の
形状は略円筒形でよい。器具は遠位先端プロテクタより長い。



(20) JP 6103415 B2 2017.3.29

10

20

30

40

50

【００９６】
　本発明によれば、本発明の諸態様のいずれかにおいて、医療器具は、医療器具の遠位先
端部が遠位先端プロテクタ内に挿入されるものであり、任意の適切なタイプのものでよい
。器具は、近位端部と遠位先端部を含む遠位端部とを備える。器具は、器具の近位端部お
よび遠位端部を連結するシャフトを備えていてもよい。遠位先端部はシャフトに連結され
てもよい。遠位先端部は器具の作業端であることが好ましい。遠位先端部は器具の作業端
を備えていてもよい。
【００９７】
　作業部は、医療分野、例えば手術分野で有用性がある任意のタイプのものでよい。好ま
しい諸実施形態では、作業部は手術用作業部である。例として、作業部は、はさみ、把持
器、開創器、安定器、焼灼用具、クランプ、ステープラ、または持針器を備えていてもよ
い。作業部は、従来のはさみの作業部、すなわちはさみの刃でもよい。いくつかの実施形
態では、医療器具はロボット支援手術用の手術器具である。これらの好ましい諸実施形態
では、器具は、エンドエフェクタ（ｅｎｄ　ｅｆｆｅｃｔｏｒ）の形をした作業部を備え
ていてもよい。器具の種類にかかわらず、作業部は、医療器具の残り部分、すなわちシャ
フトの遠位端部に着脱可能に装着される別個の部分として設けられてもよい。これにより
、異なるタイプの作業部を所望されるように交換することが可能になる。作業部は、使用
時に関節でつながれるかまたは作動されるように構成されてもよい。
【００９８】
　器具の遠位先端部は、器具の作業部を作動させるために互いに対して動かせる部品を備
えていてもよいし備えていなくてもよい。いくつかの実施形態では、器具は、異なる位置
の間に関節でつながれ得る作業部を備えていなくてもよい。器具は、ジョイント、例えば
手首を介して器具のシャフトに連結された作業部を備えていてもよい。
【００９９】
　器具は、器具の遠位先端部での作業部の操作を遠隔制御するための操作部を備えていて
もよい。操作部は器具の近位端部に配置されてもよい。操作部は、作業部の操作を遠隔制
御するための操作伝達手段、例えば機構を介して作業部に連結されてもよい。したがって
いくつかの実施形態では、操作部は、操作伝達手段を介して作業部の操作の遠隔制御を行
うように構成されてもよく、作業部で行われる操作の表示を提供するための操作インタフ
ェースまたはハンドル部を備える。その場合、操作部は遠位先端プロテクタ内には配置さ
れない。
【０１００】
　作業部が操作される方法にかかわらず、操作部は、器具の作業部の作動または関節動作
を遠隔制御するための作動伝達手段、例えば関節動作伝達機構でよく、操作インタフェー
スは、提供される場合、作動伝達インタフェースまたは関節動作伝達インタフェースでよ
い。操作部および、提供される場合、操作伝達手段は、機械的操作機構または操作伝達機
構を備えるまたは機械的操作機構または操作伝達機構で構成されることが好ましい。言い
換えると、操作部の作動は機械的装置によって器具の作業部の遠隔操作を可能にし、操作
部は機械的に操作されるハンドル部またはインタフェースを備えていてもよい。
【０１０１】
　提供される場合、操作部のインタフェースは器具の使用時に手動で操作可能となり得る
。インタフェースはユーザインタフェースでよい。ハンドル部は同様に手動で操作可能で
あり、すなわちユーザが操作可能であろう。インタフェースまたはハンドル部は、１つま
たは複数のホイール、ダイヤル、ボタン、把持可能なレバーなどを備えていてもよい。例
えば、これは、腹腔鏡手術手技または他の低侵襲技術で使用するためのいくつかの器具の
場合、あるいは単純な鉗子、はさみまたは類似のものの場合であってもよい。他の配置構
成では、操作部または操作部のインタフェースは、操作部または操作部のインタフェール
に連結されたデバイス、例えば器具の作業部の操縦を遠隔制御するためのロボットマニピ
ュレータによって操縦されるためのものでもよい。そのような器具の例は、いわゆる「ロ
ボット支援手術」に使用されるものである。
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【０１０２】
　本発明の方法および装置は当該器具と共に使用されてもよい。本発明によれば、医療器
具は、腹腔鏡手術器具、低侵襲手術用の器具、内視鏡、ＮＯＴＥＳ用の器具、またはロボ
ット支援手術用の器具でよい。医療器具は遠隔手術に使用される器具でもよい。本発明は
、特に、より複雑な手術器具または遠隔操作される器具に適用されるが、他の配置構成で
は、医療器具は、医療器具の遠位端部に作業部を有する鉗子、はさみ、または他のそのよ
うな器具でよいことが理解されるであろう。しかし、本発明は、器具の遠位先端部に遠隔
操作される作業部を有していない器具、またはより単純なプローブ状デバイスに適用する
こともできる。
【０１０３】
　プロテクタの近位端部は、デバイスの遠位先端部がそれを通って挿入される、使用時に
ユーザに最も近接する端部であり、遠位端部は、ユーザから最も遠い端部、すなわち器具
の遠位先端部を覆う端部である。
【０１０４】
　本発明の方法は、本明細書に記述されている構造によるプロテクタを用意することおよ
び／または使用すること、例えば、シールを使用すること、シールから器具を挿入するこ
となどを含んでいてもよい。
【０１０５】
　誤解を避けるために、本発明は、本明細書に記述されている諸態様のいずれかに従って
、本発明の他の態様を参照して記述されている特徴のいずれかまたはすべてを、それらの
特徴が相互に排他的でない限りにおいて含んでいてもよい。
【０１０６】
　次に、本発明のいくつかの好ましい実施形態について単に例として添付図面を参照して
説明する。
【図面の簡単な説明】
【０１０７】
【図１】本発明の方法に使用され得る第１の実施形態による遠位先端プロテクタの分解図
である。
【図２Ａ】本発明の方法に使用され得る遠位先端プロテクタの代替実施形態の分解図であ
る。
【図２Ｂ】図２Ａに示されている遠位先端プロテクタの遠位端セクションと中間セクショ
ンとの連結を示す詳細図である。
【図３】本発明の方法に使用され得る、別の実施形態による遠位先端プロテクタの分解図
である。
【図４】本明細書に記述されている本発明の方法に使用され得る遠位先端プロテクタの別
の実施形態の分解図である。
【図５】器具を前処理する本発明の方法による、図１に示されているタイプの遠位先端プ
ロテクタの使用法を示す図である。
【図６】代替タイプの医療器具の前処理における図１の遠位先端プロテクタの使用法を示
す図である。
【図７】器具の遠位先端部を挿入時に案内するための案内手段を含む、本発明の別の実施
形態による遠位先端プロテクタの分解図である。
【図８】図７の実施形態の概略図である。
【図９】図７および図８の実施形態が共に好適に使用され得る器具の遠位先端部の概略図
である。
【発明を実施するための形態】
【０１０８】
　図１を参照すると、本発明の方法に使用され得る一実施形態による遠位先端プロテクタ
が１で表示され、遠位先端プロテクタ１の遠位端部５で閉鎖された管の形をした本体３を
含む。管は、構造が試験管に類似している。本体３は、プラスチック材料やガラスなどの
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適切な剛性材料で形成される。本体の近位端部７には破裂可能な弾性シール９が設けられ
て、近位端部７を閉鎖する。図１は、プロテクタ１を、弾性の破裂可能なシール９が管３
の近位端部７に装着されていない分解図で示す。シール９は、近位端部７に装着されて本
体と共に液密容器を画定し、それによって本発明の方法に使用されるプロテクタとなる。
この装着は、プロテクタがユーザに供給される前に行われる。シール９は、破裂後にシー
ルと器具との間の流体の通過に対するバリアとなるように使用時にシール９から挿入され
る器具の輪郭部に適合し得る任意の適切な弾性材料のものでよい。シール９はまた、器具
と協働して器具を把持しプロテクタが器具に装着された状態を保つ。例えば、シールは、
クリングフィルムタイプ材料などのポリマー材料でよい。図示の実施形態では、シールは
円盤状の液体不透過性膜の形をしている。
【０１０９】
　本体３は、互いに一体に形成される長手方向側壁および遠位端壁を画定する。本体３は
内部空間を画定し、内部空間は流体で満たされる内部空洞１１を提供する。流体は液体の
形をした汚染除去流体であり、水でよく、またはさらに１つまたは複数の汚染除去剤を含
んでいてもよい。シール９は、この空洞の近位端部を密封して液密容器にする。
【０１１０】
　遠位先端プロテクタはエンドキャップ１３をさらに備え、エンドキャップ１３は、遠位
先端プロテクタを使用する前にシール９を保護するために使用される。
【０１１１】
　遠位先端プロテクタは長さＬおよび直径ｄを有する。
【０１１２】
　図２Ａは、本発明の方法に使用され得る遠位先端プロテクタ１０の別の実施形態を示し
、遠位先端プロテクタ１０は、図１に示されている遠位先端プロテクタ１に類似している
が、２つの別々の長手方向セクションを備える。遠位端セクション１２は、プロテクタ１
０の本体を形成するために近位端セクション１４に連結される。セクション１２および１
４はユーザによって互いに組み付けられる。シール１６は、Ｏリングシールまたは類似の
シールの形をしていてもよく、セクション１２とセクション１４との間に液密連結部を提
供する。
【０１１３】
　図１の実施形態と同様に、破裂可能なシール１８が近位端セクション１４の近位端部に
設けられ、近位端部はエンドキャップ１９によって保護される。
【０１１４】
　この場合も、シール１８は分解図で示されており、プロテクタの本体によって画定され
た内部空洞１３の端部を密封し流体容器を形成するためにセクション１４の近位端部に連
結され、今回は本体が、互いに連結されたときにセクション１２および１４によって画定
される。プロテクタの使用時に流体がこの内部空洞１３の中に存在する。２つのセクショ
ン１２および１４の内部空間は本体の連続的な内部空洞を画定する。シールは、近位端セ
クション１４がユーザに供給される前に近位端セクション１４の近位端部に装着される。
【０１１５】
　図２Ｂは、弾性シール１６を用いた遠位端セクション１２と近位端セクション１４との
連結を示す詳細図である。遠位端セクション１２の近位端部は近位端セクション１４の遠
位端部内に押し込まれることが分かる。例えば弾性嵌合などを用いて液密連結を達成する
ために代替配置が使用されてもよい。
【０１１６】
　図２Ａおよび図２Ｂに示されているタイプの実施形態では、遠位先端プロテクタは、ユ
ーザにより使用前に流体で満たすことができる。例えば、ユーザが、遠位端セクション１
２を近位端セクション１４に組み付けて流体用の容器を形成する前に、セクション１４を
セクション１４の遠位端部から満たしてもよい。
【０１１７】
　図３は、本発明に従って使用され得る遠位先端プロテクタの別の実施形態を示す。今回



(23) JP 6103415 B2 2017.3.29

10

20

30

40

50

は遠位先端プロテクタ２０が、近位端セクション２２および遠位端セクション２４を有す
る、図２Ａに示されている構造と同様の２ピース構造であり、近位端セクション２２およ
び遠位端セクション２４はユーザによってシール２６を介して互いに連結されて、図２Ａ
および図２Ｂを参照して説明された態様と同様の態様で近位端セクション２２と遠位端セ
クション２４との間に液密連結部を形成する。
【０１１８】
　この場合もやはり、近位端セクション２２の近位端部が破裂可能なシール２８によって
密封され、破裂可能なシール２８は、図３に分解図で示されているが、近位端セクション
２２がユーザに供給される前に近位端セクション２２に装着され、キャップ２９が破裂可
能なシール２８を保護するために設けられる。
【０１１９】
　セクション２２および２４が互いに組み付けられると、セクション２２および２４は、
内部空間を画定する本体を形成して内部空洞２３を提供し、内部空洞２３にはプロテクタ
の使用時に流体が入っている。空洞２３の近位端部は、シール２８によって密封されて流
体保持容器を形成する。
【０１２０】
　図３の実施形態は、図２Ａおよび図２Ｂの実施形態とは遠位端セクション２４の構造が
異なる。この実施形態は、閉鎖遠位端部を有するのではなく、ルアー型連結部の形をした
流体入口２７を含み、流体が流体入口２７から、セクション２２および２４が、例えばシ
リンジを用いて互いに組み付けられているときに形成された本体によって画定される内部
空間中に供給され得る。
【０１２１】
　図３には示されていないが、流体がプロテクタの内部に供給されて入口から外への液体
の通過に耐えるシールをもう一度設けた後、キャップまたは他の閉鎖要素が流体入口２７
の上に配置されてもよい。入口２７は一方向弁を含んでいてもよい、または、入口２７は
図３に示されている構造であることが想定される他の配置構成では、入口２７は開放した
ままでもよい。この構成の入口は、ピペットの動作にかかわる態様と同様に、逆さにされ
たときでも流体がプロテクタの本体内に保持されることを可能にすることになる空気制限
をもたらすかもしれない。
【０１２２】
　この実施形態では、プロテクタは、遠位端セクションおよび近位端セクションが互いに
連結される前または後に流体で満たされてもよい。
【０１２３】
　図４に、本発明に従って使用され得る遠位先端プロテクタの別の実施形態が示されてい
る。遠位先端プロテクタ３０は、今回は３つの長手方向セクション、すなわち遠位端セク
ション３４、近位端セクション３６、および中間セクション３２で構成される。これらの
セクションは、遠位端セクション３４および近位端セクション３６にそれぞれ関連するシ
ール３８およびシール４４を用いて、図２Ａおよび図２Ｂを参照して説明された態様と同
様にユーザによって互いに連結される。中間セクション３２は２つの端部を有し、２つの
端部は、それぞれ遠位端セクション３４および近位端セクション３６に関連するシールの
上で摺動されて、図２Ｂを参照して説明された態様と同様に遠位端セクション３４および
近位端セクション３６との液密連結部を形成する。
【０１２４】
　セクション３２、３６および３４が互いに組み立てられると、セクション３２、３６お
よび３４は、使用時に流体を保持する内部空洞３３を提供する連続的な内部空間を画定す
る本体を形成する。近位セクション３６の近位端部には破裂可能なシール４０が設けられ
、破裂可能なシール４０は、内部空洞３３の近位端部を閉鎖して流体保持容器を画定する
ために開放端の上に配置される。エンドキャップ４２がシール４０を保護するために設け
られる。
【０１２５】
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　図４の実施形態のプロテクタは、組立済み遠位セクションおよび中間セクションに近位
端セクションを組み付ける前に、または、組立済み近位セクションおよび中間セクション
に遠位端セクションを組み付ける前に、ユーザによって流体で満たされてもよい。
【０１２６】
　図２Ａ、図２Ｂ、図３および図４の実施形態は、遠位先端プロテクタの長さをより容易
にカスタマイズする能力を提供する。例えば、図２Ａおよび図２Ｂまたは図３の実施形態
では、ユーザが標準の遠位端セクションを手に取り、その遠位端セクションを異なる長さ
の近位端セクションに連結してもよく、またはその逆も同様である。図４では、中間セク
ション３２の長さは、様々な長さのプロテクタを提供するために、中間セクション３２を
異なる長さのものに置き換えることによって変更されてもよい。中間セクション３２は、
図４の配置構成では、単純な長さの管材料であるので、ユーザが異なる長さの管材料を容
易に代用することが可能となり得る。例えば、図４の実施形態における近位端セクション
および遠位端セクションと、近位端セクションおよび遠位端セクションと共に交換可能に
使用することができる長さが異なる中間セクションとを含むキットが提供されてもよい。
【０１２７】
　次に、図１の実施形態による遠位先端プロテクタの使用法について図５を参照して説明
する。
【０１２８】
　この方法は、遠位先端部５２を有する汚染された手術器具５０の前処理を参照して説明
する。遠位先端部５２は作業部を含み、作業部は手首５３を介して器具のシャフト５４に
連結される。作業部は本体と相互作用する手術器具の一部であり、様々な可動部品を含み
、可動部品の表面は、使用中に、例えば組織または血液で汚染された状態になる可能性が
ある。この方法は、器具を再使用に適した状態にするために手動で実施されようと自動的
に実施されようと、手術器具が完全な再処理ステップ、例えば、デルージ洗浄、超音波洗
浄、滅菌、消毒、または他の洗浄プロセスを含み得るような汚染除去を受ける前の手術器
具を予備洗浄する方法である。手術器具は、外科手術に使用されている器具である。予備
洗浄する方法は手術室内で実施されてもよい。
【０１２９】
　ユーザがプロテクタ１の本体３の近位端部からエンドキャップ１３を除去する。これに
より、本体の近位端部を閉鎖するとともに、本体の内部空洞１１と協働して汚染除去流体
を保持する破裂可能なシール９を露出させる。
【０１３０】
　ユーザは手術器具を、そして遠位先端部５２を破裂可能なシール９から内部空洞１１内
に押し込み、それによって遠位先端部５２を内部空洞１１内の汚染除去流体と接触した状
態にする。手術器具がプロテクタ内に挿入されと、手術器具は図５に示されているように
なる。手術器具がプロテクタ内に配置されたとき、プロテクタ１は、危害から繊細な遠位
先端部５２を保護し、さらに汚染除去流体によって遠位先端部５２を取り囲む二重機能を
果たし、汚染除去流体は、手術器具が完全な再処理、例えば汚染除去を受ける前に、遠位
先端部５２の表面と接触して遠位先端部５２の前処理を行うことができる。
【０１３１】
　弾性シール９は、器具のシャフト５４と協働してシャフト５４を把持しかつプロテクタ
内に遠位先端部５２を保持し、さらに器具の周囲の空洞１１から外への流体の通過に対す
るバリアを提供する。これにより、例えば器具が汚染除去を受けられるように器具がユー
ザによって除去されるまで、プロテクタは器具に装着されたままにするとともに、器具の
遠位先端部の周りに流体を保持することが可能になる。弾性シールは、弾性シールが使用
時に弾性シールから挿入された器具の輪郭に適合して器具の周囲に流体抵抗シールを設け
ることを可能にする材料で形成される。
【０１３２】
　遠位先端プロテクタは、器具が再処理を受けるまで、器具の遠位端部の上の適所に配置
された状態に保たれる。これは、器具を例えば使用現場から再処理施設まで保管または搬
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送する間でよい。このようにして、器具の作業端部は、流体が器具を取り囲むことにより
湿った状態に保たれるので、その後の器具の汚染除去が容易になり、汚染物質が器具の表
面に合着し乾燥した状態になることが回避される。
【０１３３】
　図５に示されているタイプの遠位先端プロテクタが器具を前処理するために使用されて
いて、その器具が再処理、例えば汚染除去のために遠位先端プロテクタから除去されると
、遠位先端プロテクタは再使用され得ることが想定される。プロテクタが図５に示されて
いるタイプのものである場合、シール９は破裂されていることになる。しかし、シール９
は弾力性があるので、シール９は、後にプロテクタ内に配置されたときに別の器具の輪郭
部に適合して器具を保持し、プロテクタの近位端部から外への流体の通過を妨げ得る。こ
れらの配置構成では、同じ汚染除去流体が再使用されてもよく、または、より通常はチャ
ンバ１１に補充が行われる。これは、補充する目的で適切な流体入口を設けることによっ
て達成することができ、流体入口は、例えば図３に示されているようなものでよい。流体
入口は、必要に応じてチャンバの初期充填を行うために使用され得る。あるいは、流体は
、新しい器具が内部空洞１１内に挿入さえる前に、破裂したシール９から内部空洞１１の
中に導入され得ることが想定される。
【０１３４】
　図６は、図１に示されている先端プロテクタの使用法を含むが、異なるタイプの手術器
具６０に関連する類似の配置構成を示す。
【０１３５】
　もちろん、遠位先端プロテクタは多くのタイプの器具と共に使用されてもよく、図５お
よび図６に示されている遠位先端プロテクタは単なる例示的なものである。器具の作業部
が器具の長手方向に沿ってさらに延びる場合、より長い遠位先端プロテクタが必要となり
得る。
【０１３６】
　図５および図６の実施形態では、器具は、破裂可能なシール９から流体で満たされた内
部空洞１１内に挿入される。したがって、空洞には、器具が空洞内に挿入される前かつユ
ーザに供給される前に流体が入っている。
【０１３７】
　上述したように、他の実施形態では、プロテクタが予め満たされた形で供給されるので
はなく、ユーザが実施形態自体のプロテクタ、すなわちプロテクタの内部空洞を満たして
もよい。このことは、例えば図３に示されている形の遠位端部に設けられた流体入口から
内部空洞を満たすことによって達成され得る。この種の入口は、図１に示されている線に
沿って単一セクションの遠位先端プロテクタに組み込むことができる。次いで、ユーザは
、必要であれば流体が器具の処理中に流体チャンバ内にとどまるようにするために流体入
口の上に適切な閉鎖手段を配置してもよい。
【０１３８】
　図２Ａに示されている実施形態の動作は図１の実施形態の動作に類似している。加えて
、ユーザは、プロテクタの使用前にセクション１２および１４を互いに組み付ける。ユー
ザは、遠位端セクション１２に関連するシール１６の上に近位端セクション１４の遠位端
部を押して遠位先端プロテクタを得ることになり、次いで、遠位先端プロテクタは、図１
の遠位先端プロテクタと同じ方法で使用され得る。この実施形態は、近位端セクション１
４が遠位端セクション１２に近位端セクション１４を組み付けることによって閉鎖される
前に、セクション１４の内部に流体を供給することによりプロテクタを満たす選択肢をユ
ーザに与える。
【０１３９】
　図３の実施形態は、図２Ａおよび図２Ｂの実施形態と同じ方法で使用され得る。前述し
たように、ユーザは、プロテクタ内に器具を挿入する前にプロテクタを得るためにセクシ
ョン２２および２４を互いに組み付けなければならない。この場合、次いで、ユーザは、
組み付け後、流体入口２７を使用して、例えば流体入口２７にシリンジを連結することに



(26) JP 6103415 B2 2017.3.29

10

20

30

40

50

より本体内に画定された内部空間１３を満たしてもよい。ユーザは、入口２７の構成に応
じて、または入口２７が一方向弁などの一体クロージャを備えるか否かに応じて、入口２
７の上に適切なクロージャを配置してもよいし配置しなくてもよい。
【０１４０】
　図４の実施形態は、図２Ａ、図２Ｂおよび図３の実施形態と同様に使用されてもよく、
ユーザは、追加的にセクション３２および３６を互いに組み付けること、ならびにセクシ
ョン３２および３４を連結する必要がある。このことは、近位端セクション３６に関連す
るシール４４の上に中間セクション３２の近位端部を押すこと、ならびに遠位端セクショ
ン３４に関連するシール３８の上に中間セクション３２の遠位端部を押すことによって達
成される。この配置構成では、近位端セクションまたは遠位端セクションが他の２つのセ
クションに組み付けられる前に、流体が内部空洞内に導入されてもよい。
【０１４１】
　図７～図９は遠位先端プロテクタ７０の代替実施形態を示し、遠位先端プロテクタ７０
は、器具が遠位先端プロテクタ内に挿入されるときに器具の遠位先端部を案内するための
案内手段を含む。遠位先端プロテクタ７０は、前述の諸実施形態のいずれの形をしていて
もよいが、参照しやすいように単一の本体を有するものとして示されている。例えば、本
体のシールおよび構造は前述した形のいずれでもよい。しかし、この実施形態では、破裂
可能なシール７４を保護するエンドキャップ７２は中心開口を画定する。したがって、エ
ンドキャップ７２は、遠位先端プロテクタ７０内への器具の挿入中または挿入後に所定の
位置にとどまり得る。エンドキャップ７２は、シールを所定の位置に保持するとともに、
シールの半径方向周辺部を覆ってシールのいくらかの保護を提供するのに役立つ。この構
造のエンドキャップは、本明細書に記述されている他の実施形態のいずれにも使用され、
使用前に除去されるエンドキャップの代替案として案内手段を含まない実施形態にも使用
され得ることが理解されるであろう。
【０１４２】
　図７は、デバイスの構造の理解を容易にする分解図であり、この分解図は、２つの開放
端を有する管の形をしている案内手段７６が、シール７４の周囲のエンドキャップ７２に
、エンドキャップ７２から近接して突出するように装着される方法を示す。図８は、エン
ドキャップの中心開口の周囲でエンドキャップ７２に装着された、案内手段７６が生産物
内に現れるときの案内手段７６を示す。例えば、案内手段７６は、エンドキャップ７２と
一体に成形されてもよく、あるいはエンドキャップ７２に装着される別個の構成要素とし
て設けられてもよい。案内手段７６の長さＬ２は、例えば２０～３０ｍｍの範囲内でよい
。案内手段７６は、挿入される器具の直径よりわずかに大きい内径を有する。例えば、内
径は、直径８ｍｍの器具を収容するために９ｍｍでよい。使用時に、器具の遠位先端部は
、先の実施形態に記述されているようにプロテクタの本体内に挿入される前に、シールを
破裂させるために案内手段から挿入される。案内手段７６は、案内手段がシールを破裂さ
せるためにシールに逆らって押されるときに、遠位先端部の座屈またはよじれを防止する
のに役立つ。案内手段７６は、器具の挿入後および遠位先端プロテクタの使用中に所定の
位置にとどまる。
【０１４３】
　図９は、案内手段を組み込んだ図７および図８の実施形態が共に好適に使用され得る器
具９０の遠位先端部を概略的に示す。器具９０は、部品９２および９４を含む遠位先端部
を有し、遠位先端部は、部品９２の先端部がシールに押し付けられた場合、ジョイント９
６の周りで座屈する傾向があり得る。案内手段はそのような座屈を防止し得る。案内手段
は、そのような器具で使用するプロテクタの状況で特に有用である。
【０１４４】
　記載されている実施形態はプロテクタの近位端部に破裂可能な弾性シールを使用するが
、開口弾性シールが使用され得ることが想定される。この種のシールは、器具が使用時に
シールから挿入されたときに依然として器具と協働して、プロテクタの近位端部から外へ
の流体の通過に対する適切なバリアを提供し得る。このような配置構成では、流体保持チ
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ろう。
【０１４５】
　例示した図には示されていないが、使用時に内部空洞内に配置された流体を加熱するた
めに、熱発生手段が遠位先端プロテクタに関連していてもよい。このことは、特に流体が
汚染除去剤を含有する酵素を含む場合に、流体の効果を高め得る。熱発生手段は発熱反応
によって熱を発生させてもよい。混合されたときに発熱反応によって熱を発生させるため
の適切な構成要素が、例えば遠位先端プロテクタの遠位端部の外側に配置されてもよく、
構成要素を互いに接触した状態にするためにユーザによって作動してもよい。このことは
、ヒートパックで使用されるように、絞り作用または類似の作用などの単純な手動作用に
よるものでもよい。他の配置構成では、発熱を伴う熱発生手段が、プロテクタ内に器具が
挿入されたときに作動するように構成されてもよい。
【０１４６】
　本発明の諸実施形態のいずれかの本発明による遠位先端プロテクタは任意の適切な長さ
のものでよい。全長は約５０ｍｍ～約３００ｍｍでよい。好ましい実施形態では、プロテ
クタの長さは１００ｍｍ～２４０ｍｍである。プロテクタの本体の長さには図１に「Ｌ」
の印が付けられている。プロテクタが互いに組み付けられた複数のセクションで形成され
る場合、プロテクタの長さは組み立て後のセクションの結合長さである。先端プロテクタ
の直径は、先端プロテクタが使用される器具のタイプに応じて、例えば５ｍｍまたは約１
０ｍｍまたは約１５ｍｍでよい。直径ｄは図１に印が付けられている。
【０１４７】
　図２Ｂに示されているタイプのシールを使用するのではなく、遠位先端プロテクタが複
数のセクションで形成される配置構成では、これらのセクションは、特有の密封要素を使
用せずに単純に弾性的に嵌合されてもよい。
【０１４８】
　本発明は、特に、鍵穴手術、低侵襲的処置、腹腔鏡処置、ロボット手術、切開しない手
術、またはＮＯＴＥＳ手術に使用されるようなより複雑な器具に適用されるが、他のタイ
プの器具に適用されてもよい。
【０１４９】
　本発明について、好ましい諸実施形態を参照しながら説明してきたが、当業者なら、添
付の特許請求の範囲に記載されている本発明の範囲から逸脱することなく、形態および細
部の様々な変更が行われ得ることを理解するであろう。
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